
























様式第１号（第 4条関係） 

       年  月  日 

 鳥取市長        様 

                                      所 在 地     

                                      企 業 名 

肩書・代表者名

企業立地促進補助金補助対象企業指定申請書 

  補助対象企業の指定を受けたいので、鳥取市企業立地促進要綱第４条第２項の規定によ

り、関係書類を添えて下記のとおり申請します。 

記 

１ 企業概要  

設立年月日 年  月  日 資本金 千円

従業員数            人 （    年   月現在） 

業種                 （産業分類中分類番号：   ） 

事業内容  

企業規模 大企業   ・   中小企業 

本件担当者 
（役職名） 

 電話番号 （    ）

２ 補助要件の区分選択

雇用要件 

３ 投資対象物件の概要

工場等立地所在地 

立地形態 新設  ・  増設 

対象事業 製造業・研究開発型事業・その他（       ） 

用途地域 準工業・工業・工業専用・その他（      ） 

工事期間 着手 年  月  日 完成   年  月  日

交付申請時期     年   月頃 

面積 敷地 ㎡
建築
延床 

㎡



４ 投下固定資産額等 

区 分 面 積 金 額 摘 要 

土 地 ㎡ 千円

建 物 千円

償却資産  千円

合 計 千円

５ 賃借料（契約期間が５年以上のものに限る）※該当する場合

区分（内容） ﾘｰｽ・賃借別 数量 初年度賃借料 ５年分賃借料 適用 

   千円 千円  

   千円 千円  

合計   千円 千円  

６ 直近期の付加価値額（※雇用要件が「雇用維持＋付加価値４％／年以上増加」の場合） 

付加価値額 一人当たりの付加価値額 

円 円 

※付加価値額 ＝ 営業利益 ＋ 人件費 ＋ 減価償却費

一人当たりの付加価値額 ＝ 付加価値額 ／ 従業員数

７ 雇用者数 

区分 立地前(A) 立地後(B) 増減(B-A) 摘要 

県内常用雇用者 人 人 人 

 内正規雇用者 人 人 人 

・常用雇用者…雇用保険法に規定する被保険者（雇用契約に定められた１週間の所定労働時間が

３０時間以上の労働者に限る）のうち、鳥取県内在住のもの 

・正規雇用者…常用雇用者のうち、雇用期間の定めのない雇用者であって、労働者の時間当たり

の給与の算定方法が通常の労働者と同程度であるもの 

８ 鳥取市内に本社を置く企業への発注予定額 ※該当する場合 

 一年目 二年目 三年目 合計 

発注額 千円 千円 千円 千円 

９ 添付書類 
(1)工場等の概要を明らかにした書類及び図面
(2)定款の写し及び登記事項証明書の原本又は写し 
(3)決算書（最新決算年度分）、 
(4) 市税等納付状況確認同意書（書式「様式１号の２」） 
(5) 事業開始前の労働基準法（昭和２２年法律第４９号）に規定する労働者名簿（雇用者の

「氏名、住所、生年月日、入社年月、所属名、正規（非正規）有無」等が分かるもの）  
(6) 雇用保険事業所別被保険者台帳（公共職業安定所にて取得） 
(7) その他市長が必要と認める書類



様式１号の２（第４条、第１０条関係） 

年  月  日 

鳥取市長        様 

申請者 

     所 在 地     

企 業 名 

肩書・代表者名

（自署の場合は押印不要）

市税等納付状況確認同意書 

私は、鳥取市企業立地促進補助金の申請に伴い、当社の市税等（市税・下水道使用料・

下水道受益者負担金）の納付状況について、鳥取市が確認することに同意します。



様式第２号（第４条関係） 

                                  年 月 日 

             様 

                         鳥取市長           

企業立地促進補助金補助対象企業指定通知書 

  年  月  日付けで申請のあったこのことについては、鳥取市企業立地促進要網第４条第

１項の規定により下記のとおり補助対象企業として指定したので、同条第３項の規定により通知

します。 

記 

１ 工場等の名称 

２ 工場等の所在地 

３ 投下固定資産額 

４ 基準従業員数   常用雇用者（または正規雇用者）    人 

５ 初年度賃借料（該当がある場合） 

６ 補助金等交付申請期限 



様式第３号（第５条関係） 

  年 月 日 

   鳥取市長          様 

所    在 

企 業 名 

肩書・代表者名

鳥取市企業立地促進補助金補助対象企業指定辞退届 

  年  月  日付け  第    号で通知のあった鳥取市企業立地促進補助金補助対象企

業指定について、下記の理由により辞退しますので、鳥取市企業立地促進要網第５条第１項の規

定により提出します。 

記 

１ 辞退の理由 

２ 添付書類 

 （１）補助対象企業指定通知書の写し 

 （２）その他市長が必要と認める書類 



様式第４号（第６条関係） 
                                                      年   月   日 

 鳥取市長        様 

                                            所    在    
                                            企 業 名 

肩書・代表者名

鳥取市企業立地促進補助金補助対象企業指定変更申請書 

   年  月  日付け   第   号で通知のあった鳥取市企業立地促進補助金補助対象
企業指定について、下記のとおり変更したいので、鳥取市企業立地促進要綱第６条第１項の規定
により申請します。 

記 

１ 変更理由 

２ 変更内容

（１） 投下固定資産額 

区 分 面 積 金 額 摘 要 

土 地 ㎡ 千円

建 物 千円

償却資産  千円

合 計 千円

（２） 賃借料（契約期間が５年以上のものに限る）※該当ある場合

区分（内容） ﾘｰｽ・賃借別 数量 初年度賃借料 ５年分賃借料 適用 

   千円 千円  

   千円 千円  

合計   千円 千円  

（３）雇用者数 

区分 立地前(A) 立地後(B) 増減(B-A) 摘要 

県内常用雇用者 人 人 人

 内正規雇用者 人 人 人
・常用雇用者…雇用保険法に規定する被保険者（雇用契約に定められた１週間の所定労働時間が３０時間以上の

労働者に限る）のうち、鳥取県内在住のもの 

・正規雇用者…常用雇用者のうち、雇用期間の定めのない雇用者であって、労働者の時間当たりの給与の算定方

法が通常の労働者と同程度であるもの 

３ 添 付 書 類 

（１） 投資内容が確認できる書類、変更内容を明らかにした書類 

（２） 補助対象企業指定通知書の写し 

（３） その他市長が必要と認める書類



様式第５号（第６条関係） 

                                 年 月 日 

             様 

                         鳥取市長             

         鳥取市企業立地促進補助金補助対象企業指定変更通知書 

  年  月  日付けで申請のあったこのことについては、鳥取市企業立地促進要綱第６条

第２項の規定により、    年  月  日付け第   号で通知した鳥取市企業立地促進補助

金補助対象企業指定通知書に記載した指定の内容を、下記のとおり変更したので通知します。 

記 

１ 工場等の名称 

２ 工場等の所在地 

３ 投下固定資産額 

４ 基準従業員数   常用雇用者（または正規雇用者）   人 

５ 付加価値額（該当がある場合） 

６ 初年度賃借料（該当がある場合） 

７ 補助金等交付申請期限 

８ その他特記事項 



様式第６号（第１０条関係） 

       年  月  日 

企業立地事業概要書 

１ 交付申請額               千円

２ 企業概要  

会社名  

本社所在地 
（〒   ） 

設立年月日 年  月  日 資本金 千円

従業員数 
（会社全体）

           人 （令和    年   月現在） 

業種 （産業分類中分類番号：   ）

事業内容  

企業規模 大企業   ・   中小企業 

本件担当者 
（役職名） 

 電話番号 （   ）

３ 補助要件の区分選択

雇用要件 

４ 建設工場等の概要

工場等立地所在地  

立地形態 新設  ・  増設 

対象事業 製造業・研究開発型事業・その他（       ） 

用途地域 準工業・工業・工業専用・その他（      ） 

工事期間 着手 年  月  日 完成   年  月  日

操業開始日 年   月   日 

面積 敷地 ㎡
建築
延床 

㎡

５ 雇用者数 

区分 立地前(A) 立地後(B) 増減(B-A) 摘要 

県内常用雇用者 人 人 人 

内正規雇用者 人 人 人 



６ 投下固定資産額

７ 初年度賃借料（契約期間が５年以上のものに限る）※該当する場合

区分（内容） ﾘｰｽ・賃借別 数量 初年度賃借料 ５年分賃借料 適用 

   千円 千円  

   千円 千円  

合計   千円 千円  

８ 直近期の付加価値額（※雇用要件が「雇用維持＋付加価値４％／年以上増加」の場合） 

区分 立地前(A) 立地後(B) 増加率(B)/(A) 備考 

付加価値額 円 円 ％ 

一人当たりの付加価値額 円 円 ％ 

※付加価値額 ＝ 営業利益 ＋ 人件費 ＋ 減価償却費

一人当たりの付加価値額 ＝ 付加価値額 ／ 従業員数

９ 所定内賃金について（所定内賃金の向上が要件となっている場合のみ） 

所定内賃金平均額 
向上実施前 向上実施後 増加率 

円 円 ％ 

所定内賃金総額 
向上実施前 向上実施後 差額 

円 円 円 

１０ 鳥取市内に本社を置く企業への発注額 ※該当する場合

 補助対象発注額合計 

発注額 円 

※発注額を証する書類の提出が必須 

１１ 添付書類 
(1)工場等の概要を明らかにした書類 
(2)投資額を証する書類 
(3)市税等納付状況確認同意書 
(4)労働者名簿及び就業規則の写し 
(5)公共職業安定所が発行する照会区分が取得中の事業所別被保険者台帳 
(6)事業開始後に新たに雇用した常用雇用者の労働条件通知書又はこれに準ずるもの 
(7)付加価値額の増加を達成したことが確認できる書類（別表１第３欄に掲げる雇用要件「雇用

維持＋付加価値額の増加」の区分に該当する場合に限る。） 
(8)所定内賃金向上要件を達成したことが確認できる書類（所定内賃金の向上が要件となってい

る場合） 
(9)鳥取市企業立地促進補助金補助対象企業指定通知書の写し 
(10)鳥取市企業立地促進補助金補助対象企業指定変更通知書の写し（第６条第２項による通知を

受けた場合） 
(11)その他市長が必要と認める書類 

区 分 面 積 金 額 摘 要 

土 地 ㎡ 千円

建 物 千円

償却資産  千円

合 計 千円



様式第７号（第１５条関係） 

年   月   日  

 鳥取市長           様 

所    在              

企 業 名              

代表者名              

事業休止（廃止、変更）届 

 鳥取市企業立地促進要綱第１５条の規定により、補助金の交付に係る事業を次のとおり休止（廃

止、変更）する予定ですので、届け出ます。 

記 

１ 工場等の名称 

２ 工場等の所在地 

３ 営まれる事業 

４ 補助金の概要 

（１） 交付年月日 

（２） 交付金額 

５ 休止（廃止、変更）の概要 

（１） 予定時期 

（２） 理由 

６ 解雇、一時帰休又は希望退職募集の概要 

（１） 予定時期 

（２） 人数 

（３） 対応方針 

７ その他 



様式第８号（第１６条関係）

年  月  日

               様

                           鳥取市長

鳥取市企業立地促進補助金交付決定取消・返還通知書

     年  月  日付け   第  号で交付決定した鳥取市企業立地促進補助金につい

ては、鳥取市企業立地促進補助金要綱第１６条により支給決定の全部（一部）を取り消し、返還

していただくことになりましたので通知します。

記

１ 取消し及び返還額           円

２ 返還の期限     年  月  日

３ 取消の理由

４ 返還の方法  同封の払込書により所定の金融機関から払い込みください。


